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「戦略的アライアンスの新 たな展 開」

川 島 秀 明

本稿では,戦 略的アライアンスの研究で現在最も重視すべき観点を明らかに

するために,様 々な先行研究に基づいて整理してきたアライアンス研究の流れ

と,そ のときにどのような観点からアライアンスが論じられてきたのかについ

て簡潔に整理して述べる。その後,こ れからのアライアンス研究の展開として,

今後のアライアンス研究をどのような視点から分析 してい くべ きかについて先

行研究を検討しながら述べる。

1.こ れまでの研究の流れ

アライアンスが企業における戦略 として重要視 されて きたのは1990年 代に

入ってからである。戦略的アライアンスとして研究対象になってきたのはその

頃からであることが,先 行研究から明らかになっている。それ以前にも,今 日

のアライアンス研究に繋がると思われる文献は存在 しているが,そ れらの多 く

は企業間におけるもしくは組織間における協力関係に関する研究であり,主 に

1970年 代後半から1980年 代のことである。企業ないし組織間の協力関係か ら

の分析では,戦 略における多角化の1つ として扱われており,取 引に際して生

じる費用の削減や,自 社の有 していない新たな経営資源を獲得 したりするとい

うようなごく簡単な考え方に過ぎなかった。また,戦 略的アライアンスという

言葉自体がまだ使われておらず,1980年 代後半の文献でようや くアライアン
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スという言葉が出てきている。アライアンスという言葉が用いられると共にそ

の研究もより複雑化 してきてお り,ア ライアンスの戦略的重要性が認識 され,

研究の対象になってきたのは1990年 代に入ってからだと考えられる。

アライアンス研究の詳細な流れについてはすでに整理されているためここで

は述べないが,過 去から現在にいたるまでの簡単な流れを述べることで,こ れ

からのアライアンス研究において重視すべ き観点について明らかにしたい。

まず,初 期のアライアンス研究では,ア ライアンスの形成にまつわる研究が

主であった。そこでは,な ぜアライアンスが構築 されるのかという理由につい

て分析 され,さ らに,ア ライアンスをどのように実行に移 していくのかという

ことが論じられている。企業が実際にアライアンス関係を構築 してきたことが

背景にもあるが,1990年 代の初頭か ら中頃までは,ア ライアンスの目的につ

いての研究が多い。そのため,企 業を取 り巻 く環境や現状を考察することが重

視され,独 立した企業がアライアンスの構築を模索 し実行する誘因についての

研究へと変化 している。その頃はまた,パ ー トナーとなる相手の選択基準など

も中心的議題として論じられている。目的や環境要因についての検討,そ して

実際の企業の行動などが見えてきたことで,そ の後1990年 代中頃から後半に

かけての研究では,ア ライアンス全体を通した研究がなされるようになり,主

にアライアンスの管理に注目した研究が多 くなった。そこでは,ア ライアンス

を実行 し,運 営してい く上での具体的な問題点などを考察しながら研究が進め

られている。さらにこの頃には,ア ライアンスが成功に向かう要因や,反 対に

失敗して しまう要因についても多少論じられるようになった。また,ア ライア

ンスを構築 した後に関する研究が見られるようにな り,経 営者や研究機関など

による,実 務経験を基にした理論書なども見られるようになってきた。しかし

なが らそこでは,ス ター トしたアライアンスの時間の経過が考慮 されていな

い。つまり,構 築されたアライアンスがその後に変化し,さ らに進化 してい く

ことに着 目する研究が重要であ り,こ れまでのような一時点におけるアライア

ンスの研究か ら,時 間の経過を伴うアライアンスの研究がなされるべきなので

ある。90年 代後半には実証分析 なども見 られるようになってお り,企 業間に
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おける実際のアライアンスを取 り上げて,交 渉段階か ら企業それぞれの考え方

の相違やギャップを埋めるための努力,そ してその後のアライアンスの進農や

成果などが考察されている。当然 成功するアライアンスばか りではないため,

アライアンスが失敗に終わり,解 消された場合の要因などについても言及 して

いる。また,ア ライアンス研究で論 じられて きた理論をベースにした研究や実

証 も見 られるが,そ れ らも取引費用の概念をベースにして論 じるなど,す でに

スター トしたアライアンスがどうしたら安定に向かうのか,あ るいはアライア

ンスをどのように成功に導 くのか,と いうことについては言及されていない。

また,ア ライアンスの成功と失敗を論 じる際に期間(ア ライアンス関係を結ん

でいる時間的長さ)を 考慮した り,新 たな概念として学習や信頼というものが

取 り上げられるようになった。

現代企業は国際的な競争環境 を意識して戦略を考えなければならず,国 際経

営における戦略の中でもアライアンス論は重要な位置を占めていると考えられ

る。アライアンスを成功に導 くガイ ドラインは明確になっていないが,す でに

多 くの組織が実行に移 していることを考慮すれば,本 質的に不足 しているアラ

イアンス研究の論点,す なわち,動 学的な研究の発展が必要とされてきている

ことは明らかである。

近年の研究では,例 えばWhiteandLui(2005)は,企 業が直面するパー トナー

との関係にまつわる費用について,調 整費用と協力費用という観点からその相

違について論 じている。そこで彼らは,企 業間の協働活動の複雑性と多様性が

アライアンスにおけるパー トナーとの協働にかける時間と努力の可能性を上昇

させることを論 じている。これは従来の取引費用理論を拡張 した研究である。

アライアンスは自社にはない技術や知識を獲得することがその目的になること

があ り,そ れらを得るには費用が必要となる。アライアンスから得 られる技術

や知識をいかに学習し,自 社に蓄積 していくのかということは重要な論点とな

る。また,組 織が新たな戦略を実行するためには,そ れに見合った社員の登用

や雇用およびその育成が必要となる。アライアンスによって関連する費用の発

生やリスクを回避することができる。



50

企業はアライアンスを構築する際 お互いがアライアンスに対 して共通の目

的を有していることが重要である。この時,一 方の主張ばかりが採用されるわ

けにはいかず,か といって同等であることを求めるのも難しい。企業間の交渉

力の相違は存在しているため,ア ライアンスを構築するパー トナーの選択をい

かにしてい くのかという議論は,ア ライアンスの成功や失敗を左右する問題と

して研究されている。アライアンスにおいては,パ ー トナーを単なる共同作業

を行なう相手 としての視点か らだけではなく,有 している技術や能力,資 源な

ど極めて多様な角度か ら見ることが必要である。当然 アライアンスを構築す

る目的に合致 したパー トナーを選択することは大前提である。さらに重要なこ

とは,パ ー トナー となる相手の現状のみを考慮することなく長期的な視点を

持って評価 し,判 断 選択 していくことが必要だということである。アライァ

ンスからある一定の便益を享受 したらアライアンスを解散するという繰 り返 し

では,ア ライアンスか ら恒久的な利益を獲得することはできない。なぜならば,

不確実な状況における組織間同士のアライアンスを成功に向かわせていくよう

管理するためには,信 頼 ということが意味するものが極めて大 きいか らであ

る。しかしながら強固な信頼関係の構築が一朝一夕でなされるものであるとは

考えにくい。信頼を獲得するためには相互の努力や適当な時間の経過も必要で

あろう。また,実 際にアライアンスを運営してい くにあたっては,安 易にアラ

イアンスを打ち切ったり再開した りすることにも問題が生 じると考えられる。

なぜならば,信 頼という観点で見ても,現 在のパー トナーや関係 している企業

だけでなく,そ の産業内における自社の評価も重要であるし,今 後自社にとっ

てアライアンスを構築することが必要 となるかもしれない他の産業内において

も,そ れは同様であるからである。信頼はアライアンスの動学的な分析で考慮

される重要な観点である。

例えば,RingandVandeVien(1992),ZajacandOlsen(1993),Gulati(1995)

らは,ア ライアンスが進展するに連れて信頼が生まれるということの重要性に

ついて論 じている。信頼を築 き上げることに時間の経過が伴 うということか

ら,こ こではアライアンスの継続期間についても考慮すべきであることが示唆
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されていると考えられる。また,ア ライアンスの継続期間について論 じられて

いる文献 として,Sampson(2005)は,電 気通信産業の研究開発を目的とした

アライアンスの実証を行なっている。彼は,企 業は実際にアライアンスを行な

うことによって学習することができるけれども,そ うした経験から得られる便

益 というのは短期的なものであるということを指摘 している。そしてさらに,

過去のアライアンスの経験からは,長 期的な便益の獲得が望めないということ

を論 じているのである。彼の主張があらゆるアライアンスのケースに当てはま

るとは言えない。しかしながら一方では,技 術革新が他の産業に比べて素早 く,

新しい技術の研究開発や導入が目まぐるしく行なわれている産業において,過

去のアライアンスの経験から得たものが継続的に活用 され,さ らに自社が取 り

組む別の活動や別のアライアンスに適用 し続けられるかどうかは疑問である。

一時点におけるアライアンスに注 目したものから
,時 間の経過や進化を伴う

アライアンスの動学的な研究 を行 なった研究 としてDozandHamel(1998) ,

BeMna(2000)が 挙げられる。そこでは,複 雑化した戦略的アライアンスの管

理において,過 去のアライアンスから得た知識や技術の学習がその重要性を増

してきたことが示されている。さらに重要な示唆 を与える文献 として,Doz

(1996)が 挙げ られる。彼は,ア ライアンスの初期状況 とそこからもたらされ

る結果との関係性に学習が果たす役割に言及し,そ の説明としてアライアンス

の進化過程を提示 している。その後Kha皿a(1998),Khanna,GulatiandNo-

hria(1998)は,ア ライアンスに参加する企業間の学習競争を前提 とした動学

的研究を行った①。また,KaleandSingh(2007)は,仮 説の検定を通 して,ア

ライアンスの学習過程②が,ア ライアンスの成功 と関連 していることを示す と

共に,ア ライアンスの機能③がアライアンスの学習過程 と関連 し,さ らにその

機能がアライアンスの成功 と関連していることを示 した。彼 らのような,開 始

したアライアンスを実際の企業間アライアンスのデータを用いて分析する実証

は近年数を増 してきている。近年の研究においても,こ れまでの理論を基にし

た考察や,そ れらを企業間の実際のアライアンスのデータを用いて分析する実

証分析は行なわれているが,ス ター トしたアライアンスの安定性や成功に繋が
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る方途の研究は,も っとも重要であ りかつ議論の余地が残 されている。

ここまでアライアンス研究の流れや変遷を追ってきたが,ア ライアンス研究

における新たな観点は,形 成されたアライアンスの安定性 を獲得するための研

究であ り,ア ライアンスが時間の経過に伴って発展および進化することに注目

した動学的な分析である。つまり,今 後のアライアンスの研究対象 ないし課

題は,構 築 したアライアンスをいかに発展 ・進化させ,ア ライアンスを成功に

向かわせるにはどうした ら良いのかを明 らかにするということである。

2.ア ライアンス研究の展開

ここか らはアライアンスを新たな観点から分析 した先行研究について検討し

ていく④。特にここでは,ア ライアンスの動学的な分析の基礎 となる理論につ

いて述べていく。

まず,多 くの実際のアライアンスを追跡 し,時 間の経過と共にアライアンス

が進化することを述べ,そ れを繰 り返 してい く動学的なアライアンスの学習サ

イクルについて論じたDoz(1996),お よびDozandHamel(1998)に よる研究

について整理する。彼 らの研究は,成 功するアライアンスや失敗するアライア

ンスの分析の際に必要な理論を提示するものとして有意義である。

Doz(1996)お よびDozandHamel(1998)は,現 在 のアライアンス研究 に

おいて もっとも重要な論点の1つ である,ア ライアンスの進化過程について論

じている。

まず,DozandHamelは,ア ライアンスという形態を述べるに際 して,世 界

経済における競争の激化について述べている。近年のグローバル環境は,企 業

に対 して多 くの新 しい機会を創出しているととらえられる一方で,様 々な分野

におよぶ競争を生み出している。特定の地域に限られた事業を展開している企

業であっても,世 界規模で事業を展開 している企業とまった く関係ない立場で

あり続けるとは限らない。そうした競争の激化や環境の変化は企業を取 り巻 く

研究においても述べ られている。どの企業が他社 よりも素早 く製品を開発 し,

どの企業が品質を維持 しなが らも費用を削減するような効率的な状態を実現す
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るのかなどということが企業に求められるようになり,企 業は競争相手 との技

術 や能力 の差異 を短 時問の うちに埋 めていかなけれ ばな らない。Dozand

Hamelは,そ のための方法 として戦略的アライアンスが用いられるようになっ

たと述べている。彼 らは,戦 略的アライアンスの役割を高めている,競 争にお

ける3つ の側面を述べている。まず第1に,情 報化時代においては,そ れぞれ

の企業が有している技術や資源の併合が必要 とされるということである。第2

に,こ れまでの産業革命 と異なり,新 しい産業革命は,企 業が単独で垂直統合

を進めるようなものではないということである。継 ぎ目のないネットワークが

構築され,そ れ らは広範にわた り相補的に応用されてきている。強いネッ ト

ワークソリューションを最初に構築 した者が優位を得るということである。そ

して第3に,不 確実性への対応である。アライアンスによって,企 業は相補的

な強みを持ち寄って目的を果たそうとするだけでなく,不 確実性を低下 させ,

学習を促進するために,洞 察力や知識を融合 しようとするということである。

企業が単独で行なうことに限界があるような時間や資金への対応も,ア ライア

ンスを利用することによって対処することができるようになるのである。Doz

andHamelは,ア ライアンスの代替案として挙げられることがある買収につい

て,必 要以上の物を購入することになりかねないし,人 的資源の損失など買収

の過程で失われる可能性があるものもあると指摘 している。買収には多額の資

金が必要であり,た とえ企業の一部を買い取ったとしても目的に合致した成果

が得 られる保証はない。また彼 らは,ア ライアンスとジョイント・ベンチャー

との違いについても述べている。確かに論者によってアライアンスとジョイン

ト・ベ ンチャーを同一視 しているものも多数ある。彼らはアライアンスとジョ

イント・ベ ンチャーについて,企 業が単独で実現できないことを目指すという

点では共通しているが,厳 密には異なることを指摘 している。例えば,ア ライ

アンスの方が戦略的に重要な部分において行なわれ,事 前には理解できない不

確実性に対応すること,複 数の企業問で行なわれる傾向にあること,ま たその

運営の困難さにおいて異なるということが指摘 されている。彼 らの指摘をまと

めると,ジ ョイント・ベンチャーを含んだ従来の提携 と,現 在の戦略的アライ
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アンスの相違は,以 下のような点になる。

・これまでの提携は,企 業の戦略における優先順位が低い領域で行なわれて

きた傾向がある。それに対して戦略的アライアンスは,企 業の戦略におい

て中核となるような領域で行なわれている。

・これまでの提携では持ち寄る資源が明確であ り,リ スクの共有についても

明確に理解されていた。つまり何 を持ち寄 り,何 を得るかが明確であった。

それに対 して戦略的アライアンスは,持 ち寄る資源と分け合うリスクの双

方が不確実な状態である。 したがって,ア ライアンスか ら得 られる便益も

明らかになりにくい。アライアンスは周知の資源を結びつけるよりも不確

実性の低減に利用 されるのである。

・従来のジョイント・ベンチャーが通常2社 間で行なわれていたのに対 し,

アライアンスは数多 くの企業が参加するものになっているということ。

・戦略的アライアンスは,単 一に製品を共同で生産するということよりも,

複数の企業が資源を持ち寄って達成することができるような複雑なシステ

ムやソリューションを構築 するために利用 される。

・競争と協調の境目が見えづらくなり,こ れまでの提携 と比べてアライアン

スの運営が困難になってきているということ。事前に分からない資源やリ

スクの問題を抱えているため,ア ライアンスの進行にしたがってアライア

ンスの管理がなされなければならない。また企業の相互作用から影響を受

けるため,複 雑さも増すことになる。

こうした差異を明らかにした上で,彼 らは現在の戦略的アライァンスを,参 加

した企業が事前には予想できなかった価値を創造する機会としてとらえてい

る。価値創造は,従 来のコス トと便益の分析 よりも評価が困難なものである。

そのため,戦 略的アライアンスではこれまでよりも広範な視点か ら成果につい

て評価することが必要 となる。確かに,事 業領域が同一であったり異なったり

している企業や,規 模の大 きい企業や小さい企業など,様 々な企業間でアライ

ァンスが行なわれていることを考えれば,提 供 し合 う技術や資源 知識 も多種

多様なものになる。企業は自社の貢献に見合った便益の獲得を望むため,単 純



「戦略的アライアンスの新たな展開」55

な費用対効果では表わすことができないと思われる。

そして彼 らは,ア ライアンスの主要な目的 として以下の3点 を挙げている。

・コオプション(co-option)

これは,「潜在的な競争相手や,補 完的な製品やサービスの提供者 をアライ

アンスに取 り込むこと」⑤である。つま り,潜在的なライバルをアライアンスに

取 り込むことで危険を中和することや,補 完的な製品を有 した企業をアライア

ンスに取 り込むことでネットワークの経済性を獲得することを意味 している。

・コスペシャライゼーション(cospesialization)

「分離 した資源や地位,技 術や知識などを結びつけることで相乗的な価値創

造 をすること」⑥である。それぞれの企業が固有な資源を持ち寄って共同で専

門化することによって,ア ライアンスを成功に導 くことがで きる。また,そ う

したアライアンスによって,別 々に資源を持っていたときよりも大 きな価値を

生み出すことができる。

・学習 と内部化

アライアンスは潜在的で明らかになっていないような技術を学習 し,内 部化

する手段 となる。企業の中核技術は市場で公に取引されることがないため,ア

ライアンスを通 じてそれらの技術を学習 し,内 部化することがで きれば企業に

とって価値があるものとなる。

彼 らが指摘するこれらの目的は,ア ライアンスを通 じて価値創造を行なう企

業が有 しているものである。さらに彼 らは,企 業が世界市場を目指す場合 と将

来の市場を目指す場合では異なるとして,以 下のような項 目を挙げている。

・世界規模あるいは特定の新市場において決定的な規模を築 くこと

・自社が浸透 していない市場について素早 く学習 し,そ の市場の内部者 となる

こと

・他の地理的な場所に集中している技術に近付 くこと

この3点 は,世 界市場を目指す企業が有 している目標であるとしている。そ し

て,将 来の市場を目指す企業は,以 下のような項 目を実現するものであると見

ている。
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・新市場の創出を目指すアライアンスの中で,結 節的な地位を構築すること

・技術や資源を結びつけることで新たな機会を創出すること

・内部努力を通じて新たな能力をより早 く構築すること

これらの点を述べた上で彼 らは,世 界市場を目指す企業 と将来の市場を目指す

企業で異なっていると思われるものが,共 通しているものとして理解できると

いうことを述べている。すなわち,上 述 した世界市場を目指す企業の目標であ

る3点 と,将 来の市場 を目指す企業が有 した3点 は,以 下のような点にまとめ

ることで共通したものであるととらえられる。

・コオプションを通じた競争能力の獲得

・共同で専門化された資源の活用

・内部化された学習を通じた能力の獲得

つまり,企 業はアライアンスを利用することでこの3点 を目指すということで

ある。これが,DozandHamelが 提示 した価値創造の論理である。彼 らの論理

によると,企 業の持っている目的を実現するためにアライアンスを利用すると

共に,ア ライアンスの利用によってのみ,現 在の企業が持っている目的を果た

すことができるということである。

また,彼 らが明らかにした価値創造の論理を基にすると,そ れぞれの企業が

行なう活動についての合意を行ない,そ れに伴ってアライアンスの範囲におい

ても合意を行なうことになる。また,ア ライアンスに参加した企業同士の衝突

や問題点について分析を行なうこともでき,し たがってそれぞれの企業のアラ

イアンスに対する評価を行なうことに繋がって,ア ライアンスの成功について

分析することがで きるようになる。

アライアンスの成功を得るためには,参 加 した企業が価値創造に前向きに努

力 していくことが必要になるが,そ こでは当然なが ら戦略的な適合性を見出 し

てお く必要がある。パー トナー企業 とはなったものの,依 然として市場のある

領域では競争相手である企業同士がアライアンスを成功に導 くためには,ど こ

で協調するのかを互いに認識していなければならないのは当然のことと言え

る。彼 らは,戦 略的適合性をとらえる有用な判断には,企 業の相対的な戦略的
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地位 を考慮することが必要であると述べている。そして,ア ライアンスの安定

性が戦略的地位 と価値創造の仕組みの関係性 を分析することでとらえられるよ

うになり,さ らに,そ うした戦略的地位がどのように変化 していくかを予測す

ることで,ア ライアンスの動学も予測することができるようになるのである。

彼らはさらに,ア ライアンスでは,ど こでどのように運営するのかというこ

とを企業間で取 り決めることの必要性 を述べている。つまり,ア ライアンスの

形態に関わるような事項 として,ア ライアンス活動の範囲を決定することと,

貢献の形態や評価を行なうことである。また,ア ライアンスの調整に関わるよ

うな事項として,ア ライアンスの統治とアライァンスのインターフェイスを行

なうことを挙げている。

これ らのことを決定することで,ア ライアンスにおいて企業間の衝突を回避

し,協 調行動を促進することができるようになる。

続いて,Doz(1996)お よびDozandHamel(1998)に よって示された,動

学的分析の枠組みを提示する。彼らの理論は,こ れからのアライアンス研究で

必要とされるモデル分析,ま た時間の経過を伴うアライアンスの分析 に対 して

非常に有益なものである。

21ア ライア ンスの学習サイ クル

Doz(1996)は,ア ライア ンスの進化や,共 同学習 にどの ようにす れば成功

す るのか,ま たパ ー トナーが成功 ・成長の過程 を進め るため に学習すべ きこと

につ いてCibaGeigy社 とAlza社 の 協力 関係,Ar&T社 とOlivetti社 の協 力 関係,

ま たGE社 とSNECMA社 の協 力関係 についての実証分析 を行 ない検討 している。

また,先 に述べ たDozandHamel(1998)の 文 献 におい て も,上 記の アライア ン

スだけではな く,日 本 のい くつか の企業 も含 んだ,数 多 くの企業 にお けるアラ

イア ンスの実証分析 を行 なって同様 のことを論 じてい る。そ して,上 述 した よ

うに,企 業が アライア ンスへ の参加 を決定 した後 その企業 は価値創造の可能

性 やお互 いの戦略 的な適合性 を評価す る。 その後企業 はアライアンス を安定的

な ものに し,ま た成功 に導 くように前 向きに努力 してい くことが必要 になる。
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図2-1学 習 ・再評価 ・再調整のサイ クル
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彼 らは,企 業双方がアライアンスの成功へ向かい,成 長 していくために必要

な学習について考察 し,そ れらを再評価,再 調整するようなアライアンスのサ

イクルを提示 し,そ こで学習をどのように活用 していくかということを示 して

いる。彼 らのフレームワークは図2-1に 示されている。

まず彼 らはパー トナー間で学習が起こるか どうか,ま た学習が起こるとすれ

ばどのように起こるのかという初期条件について考察 している。アライアンス

を成功に導 くために必要なことは学習 と調整であり,そ の中でもまず行なうべ
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きことは,パ ー トナー相互における学習である。 しか しなが らすべてのアライ

アンスにおいて学習 ・調整が行なわれ,成 功 しているわけではない。どのよう

に学習が生 じるのかを決定するアライアンスの初期条件は以下の点である。

1.パ ー トナーの戦略的,組 織的状況

2.ア ライアンスの内容

3.ア ライアンスの過程

これらは学習が促進 されているのか,阻 害されているのかを判断する際に検討

されるものである。1番 目の事項は,ア ライアンスにおける戦略的な範囲を明

確にし,パ ー トナーの幅広い企業戦略におけるアライアンスの位置づけを明確

にすることである。2番 目の事項は,ア ライアンスに参加 した企業が,そ の内

容に共通の理解を共有 しているかどうかということである。これは,ア ライア

ンスにおいて共同で行なう活動をどの程度共有 しているか ということでもあ

る。3番 目の事項は,ア ライアンスにおける相互作用 と規範のことである。こ

れらのことをアライアンスに参加 した企業が検討 し,共 有 し,調 整することが

学習を促進することに繋がる。

そして,そ の学習を促進 もしくは阻害する要因としては以下の5点 が挙げ

られる。

1)ア ライアンスの環境

市場,競 争者の有無,政 府などの外生的要因を与える環境 と,各 々の企業に

おける戦略や考え方などの内政的要因を与える環境について学習する。特に

環境においては,パ ー トナー相互における共同学習からスター トされること

が望ましい。環境について双方が同じような認識を持ち,戦 略的な状況がお

互いにとって両立できるものであれば,環 境の学習は企業間の意見の一致に

繋がる。この学習を通じて,パ ー トナーはどのような価値が生み出されてい

るかを評価 し,そ れを公平に共有しているという意識をもつことができる。

2)実 行 されるべ き活動

アライアンスの初期段階において,パ ー トナーは共同で活動すべ きことを

明確に定義する必要がある。これが不明瞭な場合,パ ー トナー間で極めて異
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なる技術を持ち寄る場合,ま た情報が密に交換されない場合にアライアンス

は破綻の方向に向か う恐れがある。 したがって,適 切な相互の活動の明確化

を図り,情 報の非対称性を避けることが必要 となる。これについて学習すれ

ば,価 値が生み出されていることに確信が持てるようになる。

3)協 力過程

共同作業の成果を高めるために,協 力過程を学ぶ必要がある。各組織が協

力の過程をどのように進めればよいのか,パ ー トナーが何をすればいいのか

などを学習することにより,共 同作業をより効率的に進められ,活 動が発展

する際に調整が可能となる。 この学習により,相 互の調整能力について確認

することができる。

4)パ ー トナーの技術

パー トナー相互が技術の進化を図ることは重要なことであるが,そ の技術

に違いがあると,う まく融合できない可能性が高い。技術の学習が低いと,

アライアンスの有効性に疑いが生 じることになり,逆 に技術の学習が高す ぎ

ると,パ ー トナーに学習や技術の面で追い越 されるのではないかという疑念

を生じさせてしまう。したがってパー トナーは相互の技術を学習することに

努める必要がある。この学習が行なわれれば協力関係をさらに密にすること

ができる。これを学習することにより,共 同の価値創造に対する評価を高め

ることができる。

5)パ ー トナーシップの目標

いったん協力関係がスター トすると,パ ー トナーは相互について注意深 く

観察するようになる。アライアンスを成功 させる共同学習や調整のためであ

るが,一一方では,相 手が何か隠していないかを探すようになる。アライアンス

からお互いが便益を得るために,相 互に目標を学習し合うことが必要である。

これを学習すれば,目 に見えなかった便益やリスクが見えるようになり,パ ー

トナー相互には公平感が生じ,さ らに価値創造力を高めることができる。

これ らはいずれも,協 力関係を成功させるためにパー トナーが学ばなければな

らないことである。また,こ れらのことが学習を促進し,阻 害もする要因とな
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るのである。この学習により,そ の後の調整を成功させる前提条件が得 られる。

そして,ア ライアンスの最初の状況に立ち戻 り,そ のとき重視 された要因につ

いて再設計できるようになる。さらにアライアンスの便益を再評価することが

できるようになるのである。また,パ ー トナーが協力関係から学習を始めると,

以下のような再評価をすることができる。

1.ア ライアンスが価値を創出する可能性

2.パ ー トナー間の価値獲得において期待されるバランスと公平性

3.ア ライアンスの現状を調整するための能力と貢献

これらの点を前向きに評価することで,パ ー トナーシップや共有 している期待

や活動,ガ バナンスやインターフェイスについて重要な見直 しに繋げることが

できるのである。

図2-2学 習からの成果

国
適合性

活動の定義
と組織化

アラ イ ア ンス
の成果

共通性と
満足の可能性

(資料)DozandHamel(1998),p.181
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図2-2に 示 したように,5つ の学習の進展は,よ り成功するアライアンス

のために必要な要素の獲得を実現することができる。

加えて,ア ライアンスを再評価する際に留意すべき点は以下の3つ の点であ

る。

1.効 率性:ど れほどの価値が生み出されているか

2.公 平性:そ の価値はパー トナー双方で等しく評価 されるものであるか

3.適 合性:パ ー トナーは調整に必要な能力,意 欲をどの程度持ち合わせて

いるか

これらは,ア ライアンスを評価する基本的指標 となる。環境 に関する学習を

通 して,パ ー トナーはどのような価値が現実に創出されているのかをより良く

評価 し,そ れらを共有しているという平等な感覚を持つことができる。アライ

アンスの活動について学習することは,価 値が生み出されることに対する確信

の強化に繋がる。もし調整が必要なときは,パ ー トナーの建設的な取 り組みに

対する能力や意欲を試すこともで きる。協力過程 を学習することは,パ ー ト

ナーの調整能力を試すことに繋がる。相互の技術に関する学習は,そ れが相補

的に進んでいれば,価 値創造に対する評価 を高めることができる。逆に相互の

技術 を侵害するようなものだと感じられるような場合は,平 等な評価が崩れて

いってしまう。目標 について学習すれば,平 等感を高め,潜 在的な価値創造力

を高めることができる。

一方でDozandHamelは ,学 習を促進することの困難さも指摘 している。ア

ライアンスに参加したすべての企業が学習を円滑 に進めることができるわけで

はない。彼 らは,「企業が成功する学習者であって も,我 々が"DeathValley"と

呼ぶ危機的な時期を経るだろう」と述べている。つまり,ア ライアンスから便

益を獲得する前に多 くの負担を抱 えなければならないため,ア ライアンスから

得られる長期的な便益を認識できなくなるということである。こうした状況を

生み出すのは,ア ライアンスに対する否定的な評価である。失敗するアライア

ンスにおいては,学 習が健全に進まなかったり,学 習が進んでも評価が否定的

であった りする。そのため,結 果としてパー トナー相互にはコミュニケーショ
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ンの減少,不 満の山積 協力関係に対する意欲の低下が起 こり,ア ライアンス

は失敗する。DozandHamelは,こ うした徴候が次第に深刻な事態へと発展 し

てい くことで,ア ライアンスは失敗に導かれてい くと指摘 している。このよう

な状態に陥ったら,ア ライアンスは大きな変革を行なわない限 りは成功に繋げ

ることが困難になってしまう。

その上でDozandHamelは,危 機的な状況を回避iするために重視すべ き点と

して以下のようなことを挙げている。

1.ギ ャップを埋めること

アライアンスの内容,状 況,過 程のギャップを埋めることは,そ れが学習

の主要な障害になっていることから見れば,明 らかに有効なことである。

2.ア ライアンスの結果ではなく,協 力過程に目を向けること

注 目すべきなのは相互作用の過程の質である。過程こそが結果を生み出す

のである。

3.現 実的な期待を持つこと

初期段階では非現実的な期待を持つことは避けられない。初期段階から完

全に現実的な見方であると,ア ライアンス活動に必要な熱意を失わせてしま

うか もしれない。ここでは,ア ライアンスの成長の道の りを共同で図示する

ことが有効である。

つまり,学 習 一再評価 一再調整 というサイクルが健全に機能していないこと

か ら,ア ライアンスは失敗するものであると考えられる。成功するアライアン

スでは,図2-3で 示 されるような,学 習のサイクルが確立されている。最初

のサイクルでは企業双方のギャップが埋め られるので,結 果としてアライアン

スから創出される価値の可能性を理解することができ,現 実的な期待を築 き,

早い時期の相互作用を通 した信頼の構築 自社組織を超えてアライアンスに取

り組む意欲を生み出すことになる。アライアンスのサイクルにおいて,企 業双

方は相互作用をより効果的なものにするための洞察力を身に付けることがで き

る。したがって,そ れに基づいて初期の条件を改善 し,ア ライアンスをより効

率的なものへ と向かわせていく。前述 した5つ の学習の要因を,ア ライアンス
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が 促 進 す る要 因 と し,再 評価 の指標 の3点 が前 向 きな評価 となれば,パ ー ト

ナー はア ライア ンスに対する努力 をいっそ う高め,そ の価値 に確信 を もつこ と

がで きるようにな る。そ して さらに,ア ライア ンスの成功 のため,共 同で努力

して いこ うとす る意欲が高 まってい く。図2-3で は,こ れ以上多 くの価値 を

創 出 し得 ない ような状態 まで到達す ることを表わす効率の フロンテ ィアが示 さ

れ ている。DozandHamelは,こ の ような レベル に達す る ことは,最 高 のア ラ

イア ンスであ って も困難であ り,近 付 くこ としかで きない と指摘 して いるが,

そ れは同時 に,成 功す るアライア ンスのサ イクルを繰 り返 してい くことがで き

れば,各 サ イクルはよ り高 い,学 習 一評価 一調整 を繰 り返 し,ア ライアンス を

成功へ と向かわせ てい くとい うこ とを示 している。

図2-3成 功するアライアンスの学習サイクル
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パー トナーBの 生み出した価値

(資料)DozandHamel(1998),p.191
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企業が存在している市場は,こ れまで述べてきた通 り目まぐるしく変化して

お り,そ うした変化と共に技術の変化などが生じれば,ア ライアンスの目標も

再設定を繰 り返さなければならない。アライアンスにおける目標の変化に対し

てこれまでの伝統的な考え方に基づいた場合,対 応が困難になってしまう。企

業の計画や予算,あ るいは資源配分については硬直的なものであるが,ア ライ

アンスを運営する際にはそれらが柔軟で可動性を有したものでなければならな

い。また,ア ライアンスに参加した企業間のパワーバランスが常に一定である

とは限らないため,企 業間の相対的な交渉力を意識することも必要である。

これまでも述べてきたが,先 行研究の多 くではアライアンスの成功を判断す

る際に,短 期間で終了するよりも長期間続いてい くことを重視している。しか

しながらここで重要なことは,ア ライアンスが長期間継続していることが,常

にアライアンスの成功を示しているわけではないということである。当然,短

期間で解消されたもののすべてが失敗に終わっているとは限らない。このこと

は本稿でもすでに述べたが,ア ライアンスの成功と失敗を継続期間のみによっ

て判断することは困難なことであ り正しいとは限らないのである。したがって

アライアンスは,あ くまでも参加 している企業の競争力が増加 しているかどう

かが判断の基準 とされるべ きである。DozandHamelは,ア ライアンスの継続

期間について,そ の長さはアライアンスごとに異なる要因によって決まってい

るということ,ま たアライアンスに高い不確実性が存在 している場合にその継

続期間が長くなるということを指摘 している。したがって,ア ライアンスの運

営は非常に困難なものとなり,こ れまでの伝統的な戦略の策定や管理の仕方で

は成功に導 くことができないものになっていると考えられる。DozandHamel

の実証分析 による結果からは,成 功するアライアンスが前向きな協力関係を

持って共同でスター トしていることが分かる。また,一 度始まったアライアン

スは,協 調的側面,競 争的側面,そ して協調 と競争が同時に生 じている側面を

表わしながら進行 していくことになる。したがって,ア ライアンスの何に対 し

て同意してスター トするのか,ま たお互いは何を評価 し合っていくのか,結 果

をどのように評価 し,ど の程度を分かち合 うのかなどを決定 しなければならな



66

い。 しかしなが ら,ア ライアンスは絶えず進化するものであり,決 定に対する

柔軟性を持っていなければならない。そもそも,多 くの論者が指摘 しているこ

とであるが,強 度に拘束された取 り決めは,お 互いの信頼関係を損なうことに

なりかねず,ま た企業間で縛 りがきつす ぎて動 きが取れないということに繋が

るかもしれない。よって,ア ライアンスの管理にはこれまでとは違 うものが要

求されていることが分かる。

DozandHamelは,成 功するアライアンスが繰 り返す学習のサイクルを図2-

4の ように提示 している。

成功するアライアンスにおいては,図2-3の ようなサイクルが確立されて

いる。これは,時 間と共にアライアンスが進行するにつれて繰 り返される正の

スパイラルを表わしている。そ して,図2-4に 示 されている成功する学習の

サイクルは,そ の繰 り返される中身を示 している。このサイクルの初期条件は,

アライアンスを成功に導 くために好意的な初期条件であることが求められる。

そこでは,ア ライアンスに参加する企業が,当 該アライアンスに対して積極的

な期待を持っていることが必要である。また,企 業間に存在しているギャップ

を埋めつつ,共 通性のある戦略的,組 織的状況を持つことが必要となる。
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図2-4成 功 する学習のサ イクル
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(資料)DozandHamel(1998),p.192

アライアンスを構築 した企業間には,す でに有している戦略的な地位や規模

などにおいて格差がある。それらの格差を企業間で理解 し,共 有 しておくこと

も必要である。さらに,実 行可能な初期のアライアンスの過程が必要となるが,

これは,ア ライアンスに参加する企業が取 り組みやす く計画されている方が良

い。こうした初期条件の下でアライアンスが開始されれば,学 習を促進するこ

とができるようになる。
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成功する学習においては,公 平性や効率性に対 して企業が確信を持ち,信 頼

を醸成することができる。不公平な学習になればアライアンスは不安定になり

解消に向か うか もしれない。逆に,相 互に確信 と信頼が生まれれば,ア ライア

ンスは成功するサイクルに入ることになる。学習は,前 向きに再評価されるこ

とが重要であり,そ うなれば企業は共にアライアンスに対 して努力をすること

ができる。前向きな再評価においては,ア ライアンスの範囲や自らの貢献を高

めていこうとする積極的な意思が生まれる。また,効 率性をより良いものへ改

善 していくために調整することに対 して,積 極的になる。それによって,建 設

的な調整が行なえるようになる。企業間においてアライアンスの価値創造の期

待が高 まり積極的に努力 していこうとする意識が高まることで,進 行中のアラ

イアンスにおける学習はさらに活性化 し,促 進される。 したがって,ア ライア

ンスの範囲や活動 も幅広 く考察され,よ り安定的なものが 目指される。そうし

たサイクルを実現することが成功するアライアンスである。DozandHamelは,

成功するアライアンスが結果 としてより高いレベルで学習 一再評価 一再調整を

繰 り返 し,価 値創造のより高い期待を持つようになると述べている。

3.ま とめ

本稿では,不 確実性にさらされ,激 化する競争環境に直面する企業が競争優

位を獲得するための方途の1つ である,戦 略的アライアンスの研究について述

べてきた。まず,戦 略的アライアンスの研究の流れを示すことで,こ れか らの

アライアンス研究に必要な観点を明 らかにした。特に,こ れまでなされて きた

アライアンス研究を概観 し,こ れか らのアライアンス研究において取 り入れ ら

れるべ き視点を明らかにすること,そ してアライアンス研究の新たな展開につ

いて提示 した。

今後のアライアンス研究において重要な観点は,ス ター トしたアライァンス

が安定に向かうために必要な条件を示 してい くことである。そ して,ア ライア

ンスの研究では時間の経過を考慮に入れ,構 築されたアライアンスが発展 し,

進化する動学的な研究が必要である。
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さらに,従 来の研究とは異なる新たな視点からアライアンス研究を行った先

行研究を詳細に検討 した。アライアンスを成功に向かわせるためには,パ ー ト

ナー企業双方が学習を行なうことが必要であり,そ こから得られる便益をどの

ように配分してい くかが重要な視点である⑦。したがって,従 来考えられてき

たようなあまりにも極度な拘束的協定を結べば,ア ライアンスの調整や柔軟性

を失い,ま た信頼関係を構築することも困難になってしまう。

本稿において検討されたアライアンスにおける学習サイクルは,安 定的なア

ライアンスの学習サイクルとはどのようなものであるかを提示するものであ

り,こ れは動学的なアライアンスを分析するモデルの基礎 となる。アライアン

スを成功させるためのガイ ドラインはいまだ議論の余地が残されているが,本

稿では,ア ライアンスを成功させ安定化させるためには学習 一再評価 一再調整

というサイクルが健全に機能していることが必要であることを示 した。また合

わせて,実 際の企業によるアライアンスの実例では,企 業の方向性や初期計画,

また予算や資源配分において硬直的な場合があるため,学 習のサイクルを機能

させるためには柔軟で可動性が高いことが求められるという点も考察されてい

る。

今後は,実 際の企業によるアライアンスのデータを用いた実証分析を行 うこ

とで,理 論と実際の一致および乖離を明らかにしていきたい。さらに,ア ライ

アンスを成功させる要因や失敗に導かれる要因について,理 論の構築 と実証分

析を合わせて行うことで提示 していきたい。

注

①学習競争についての説明の基礎 として,ア ライアンスの学習から得 られる便益 を私

的便益 と共通便益の2つ に分類 し,さ らにその2つ の便益と関連付けて相対的アラ

イアンスの範囲についても言及 しているが,そ れらの概念についての詳細は拙稿

(川島(2011))に 詳 しい。

②彼 らは,ア ライアンスの学習過程に含まれる概念 として,ア ライアンスの経営に関

するノウハウの明瞭化(articulation),法 制化(codiflcation),共 有化(sharing),内
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部化(intemalization)と している。

③彼らの言 うアライアンスの機能とは,企 業のアライアンス活動を監視し,調 整する

ものを指している。

④1990年 代後半から2000年 代 前半になされたアライアンス研究のうち,今 後のアライ

アンス研究に重要な示唆を与える先行研究の流れについては拙稿(川 島(2011))

に詳 しい。

⑤DozandHamel(1998)P.4

⑥ 同P.4

⑦ 学習競争を前提 としたモデルを提示 したKhanna(1998)お よびKha皿a,Gulatiand

Nohria(1998)に よってアライアンスか ら得 られる便益の概念は論 じられている。

彼らによってなされた共通便益や私的便益の概念は,ア ライアンスのモデル分析に

際して非常に有益であ り,そ れらは拙稿(川 島(2011))に おいて詳細に検討され

ている。
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